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類 機能的共 サークル誌 クラブ施設
型
通性にも ボランティアグループ会報 同窓会館
とつく社 各種運動体機関誌 研修所
会的単位 パソコン・ネットワーク
出典：竹内（1989）p、7　筆者により一部改変
　この諸類型の中で、本論で検討したテレビは「県域放送」に、インターネットを代表と
する情報通信メディアは「パソコン・ネソトワーク」に該当する。前者は「一定の地理的
空間に生活する人びとを対象にしたコミュニケーション・メディア」（竹内，1989：7）で
あり、後者は「活動や志向の共通性・共同性を自覚する人びとを対象にしたコミュニケー
一57一
白山社会学研究　第14号　2007
ション・メディア」（竹内，1989：7）と位置づけられる。
　しかし、先の情報通信審議会・答申にみられるように、現在のメディア環境はこれら地
域のさまざまなメディアを結びつけようとしている。
　インターネットが既存のメディアにはない速さで普及し、メディアの融合が声高になっ
た今日、これまでのメディアにはない新しいサービスが提供され続けている。確かに、通
信回線が整備され、インターネットを利用することで同一の情報がどこでも受容すること
ができ、都市と地方間の時間的・距離的な地域格差は次第に解消されつつあるメリットは
ある。しかし、そのサービスの多くは、商業主義的色彩を強めた娯楽情報で占められてお
り、必ずしもメリットばかりではない。
　シュラムは、マス・メディアのもつ社会的機能として、「環境の監視」、「環境の反応す
るさいの社会諸部分の相互関連づけ」、「世代から世代への社会的遺産の伝達」
（Schramm．W．，1960＝1968：67）を指摘している。利用と満足研究では、テレビの視聴
に楽しみだけでなく、時間をつぶしたり、心配事から逃避する機能を見出している。また、
このほかには、マス・メディアは多数の人びとに情報を伝達し、その情報が共有されるこ
とで社会的統合の役割を担う（Barwise．P・Ehrenberg、A．，1988＝1992，　p．32）。
　インターネットは、情報の送り手をマス・メディアだけに限定せず、個人や一般企業、
国・地方公共団体などさまざまな送り手を登場させ、マス・メディア全盛の時代よりはる
かに多い情報を提供している。そして、その情報量によって、インターネットは利用と満
足研究で見出されたテレビ視聴による楽しみの提供や時間つぶし、心配事からの逃避とい
った機能を代替する可能性をもつ。しかし、シュラムが指摘したマス・メディアのもつ社
会的責任や、バーワイズらが指摘した情報が共有されることによって社会的統合の役割を
担う機能は、マス・メディアや市民ジャーナリストや参加型ジャーナリズム8）というよう
な一部の活動を除いたインターネットによる情報提供では、その機能を果たすことは困難
であろう。
　それは、人びとのメディア利用は、テレビからは共有性の高い情報を取得し、インター
ネットでは個々人の興味・関心の高い情報を取得するといったメディアの使い分けがなさ
れているためである。つまり、人びとは、テレビには社会的統合や社会的紐帯を醸成させ
る情報提供を期待しているのに対し、インターネットでは個々人の興味・関心に合う個別
的・具体的な情報提供を期待し、多くの人びとが合致する情報を求めていないからだ。
　現在、インターネットが登場してから10数年が経過した。情報通信技術は進展し、次々
と新しいサービスを人びとに提供している。その新しいサービスに提供される情報の提供
源は、多くがインターネットという新しいメディアに可能性を求めるテレビをはじめとし
たマス・メディアによるものである。しかし、人びとのメディア利用は、既述したように
求める情報内容によって使い分けがなされている。ラジオが全盛だった時代にテレビが登
場し、人びとのメディア利用が変容した結果、同じ放送メディアであるラジオとテレビは
メディア特性や情報内容、受け手などの要因でメディア間の棲み分けが行われた。
　「放送と通信の融合」は、通信回線による情報伝達を可能にするものであり、在京キー
局と全国の地方局間のネットワークを崩壊させる危険をもっている。近年、民放テレビ局
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の収入源である広告費が伸び悩み、今後減少することが予想されている。在京キー局から
の広告分配金に収入の多くを頼っている地方テレビ局は、2011年までに中継局を含めあら
ゆる放送施設をデジタル化させなければならず、経営資本や広告収入の少ない地方テレビ
局の統合がささやかれ始めている。しかし、人びとはテレビ局に対し、社会的統合や社会
的紐帯の醸成する情報を期待しており、今後、地方テレビ局はテレビとインターネットと
いう2つのメディアを棲み分けていく必要があると考える。
（2）残された課題
　本論では、人びとのメディア利用をテレビとインターネット利用の分析からとらえた。
地域メディアには、竹内（1989）が指摘したように、テレビやラジオの放送メディアや新
聞、自治体広報、CATV、パソコン・ネットワーク（インターネット）、サークル誌など
多様なメディアが存在する。メディアの融合といわれる現在において、インターネットは
あらゆる種類の情報が伝達可能であるため、テレビだけでなく、ラジオ、新聞などさまざ
まなメディアが新しい可能性を求めてインターネットに進出している。そして、それに合
わせ、情報通信審議会などの答申にみられるように、テレビ番組が情報通信メディアを介
して送られるように制度改正されつつある。
　しかし、制度やメディアの構成が変化しようとも、メディアそのものや人ぴとのメディ
ア利用が個別に変化するのではない。人とメディアの関係は、社会や生活の変容とともに
ある。人びとは、地方テレビ局に対し、社会的統合や社会的紐帯の醸成する情報を期待し
ている。現在、地方テレビ局の統合がささやかれ始めており、また、放送制度が大きく変
容しようとしている。それ故、今後も両者の変化を継続して研究していく必要があると考
える。
注
1）情報通信事業者による映像配信サービスは、「IPマルチキャスト放送」や「インターネッ
　ト放送」といわれる。IPマルチキャスト放送は、通信事業者独自の閉鎖的ネットワークを
　用いた映像配信サービスの総称である。2006年末現在、ピー・ピー・ケーブル（株）、KD
　DI（株）、（株）オンラインティーヴィー、（株）アイキャストの4社がサービスを提供し
　ている。他方、インターネット放送は、インターネットの開かれたネットワークを用いた映
　像配信サービスの総称である。日本テレビの「第2日テレ」やUSENが実施している「Gyao」
　などは、インターネット放送に分類される。
2）個人視聴や選択視聴は、1980年代に出現したのではなく、テレビ視聴形態やテレビに対す
　る意味づけの変化があった停滞・減少期（1970年代後半～1980年代前半）に萌芽していた。
3）本調査は、2005年度東洋大学21世紀ヒューマン・インタラクション・リサーチ・センター
　の研究プロジェクトの一環で「現代社会におけるメディアとコミュニケーション行動に関す
　る調査2005」（研究代表者：島崎哲彦）として実施した。
4）NHKが毎年6月に実施している「国民生活時間調査」では、テレビ視聴を1週間平均の視
　聴時間を行為者平均時間としているため単純な比較はできないが、2006年の行為者率で
　3．03時間であり、本調査の平日視聴時間とほぼ同じである。2005年の国民生活時間調査は、
　下記に詳しい。吉田理恵・中野佐知子「生活時間調査からみたメディア利用の変遷と現在」，
　NHK放送文化研究所『放送研究と調査』2006年7月号，　pp．64・74。
5）これ以外に、視聴チャンネルを職業や多チャンネル視聴が可能なCATVやCS放送の
　加入・非加入で比較しても差はみられなかった。但し、個々のデモグラフィック属性で
　詳細にみると、一部でチャンネルや番組内容で有意差がみられた。
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6）ホームページは、ある1っのウェブサイトのトップページもしくはトップページになってい
　ないウェブページを指し、ウェブサイトとはウェブページの集合体を指す言葉である。しか
　し、この意味づけは一般的に認知されていない。また、調査でホームページをウェブサイト
　の意味で用いたため、特段のことわりがない限り、本論ではホームページをウェブサイトと
　する。
7）NHKが行った「国民生活調査」では、2006年におけるインター一ネット行為者の平均時間
　が1時間38分であった（中野，2006：22・30）。また、これを1日あたりに換算すると約28
　分程度になり、本調査結果と比べると、全国平均よりインターネットの利用時間は若干長い。
　中野の調査は、平日の行為者平均時間を算出している。このため、本調査と平均比較するた
　めに、1日あたりの利用時間数を平日として考えられる5日間で算出した。
8）21世紀型の新しいジャーナリズムの形として、これまで受け手であった一般市民などの報
　道機関に所属しない者、もしくは報道機関に認知されていない者などによって実践されよう
　としているジャーナリズム活動を指す。プログなどのインターネットの新しい技術が普及す
　ることによって、情報発信が非常に簡単になり、このような活動が活発化してきた。2006
　年8月には、韓国の「オーマイニュース」の日本法人オーマイニュース・インターナショナ
　ルが設立され、オーマイニュース日本版が開始されている。
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